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はじめに 

 

 

 現在、学校には、未来社会を自立的に生き、社会の形成に参画するための

資質・能力を一層確実に育成することを目指す学習指導要領のねらいや社会

からの要請等を踏まえ、児童生徒に対する指導を一層充実させることが期待

されており、その実現に向けては、苫前町内全ての学校で、教員が授業や授

業準備等に集中し、健康でいきいきとやりがいをもって勤務しながら、学校

教育の質を高められる環境を構築することが必要となっております。 

 

 しかしながら、平成２９年度に公表された文部科学省の「平成２８年度教

員勤務実態調査」、北海道教育委員会の「平成２８年度教職員の時間外勤務

等に係る実態調査」の結果では、厚生労働省の労災認定とされる「過労死ラ

イン」を超える勤務の実態が明らかとなり、時間外勤務縮減に向けた働き方

改革が喫緊の課題とされました。 

 

 こうした状況を踏まえ、苫前町内の全ての学校において、働き方改革を行

うため、業務改善の方向性を示した『苫前町立学校 働き方改革計画』を作

成することといたしました。 

 

 今後においても、学校、家庭、地域、行政が密接に連携し、保護者や地域

住民の理解を得ながら、教職員一人一人の意欲と能力を最大限に発揮できる

勤務環境を整備し、教育活動に集中し専念できるよう計画を進めてまいりま

す。 
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●一週間当たりの学校内勤務時間（平成２８年度調査） 

【基本労働時間 ３８時間４５分】 

小学校 文部科学省 調査 北海道教育委員会 調査 

校長 ５４時間５９分 ５０時間４６分 

平成１８年調査 ５２時間１９分  

教頭 ６３時間３４分 ６５時間０２分 

平成１８年調査 ５９時間０５分  

教諭等 ５７時間２５分 ５４時間３１分 

平成１８年調査 ５３時間１６分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆「過労死ライン」とされる１週間の勤務時間６０時間以上（残業時間２０時間

以上）となる割合は、小学校教諭で３割以上、中学校教諭は６割以上近くを占

めており、副校長・教頭では、小学校が６割以上、中学校が６割近くを占めて

いる状況にある。 

 

■過労死ライン 

 厚生労働省が、脳・心臓疾患で労災認定とされる目安として使って 

 いる基準。 

※残業時間が発症前１か月間に１００時間、発症前２か月～６か月間 

 で月当たり８０時間を超えること。 

※勤務時間の週６０時間はおおよそ月８０時間に相当。 

  ６０時間－４０時間＝２０時間（１週間の残業時間） 

  ２０時間×４週間（１か月）＝８０時間 

   (注)４０時間：民間の週４０時間勤務を基準とした場合 

中学校 文部科学省 調査 北海道教育委員会 調査 

校長 ５５時間５７分 ５０時間４１分 

平成１８年調査 ５３時間２３分  

教頭 ６３時間３６分 ６３時間１３分 

平成１８年調査 ６１時間０９分  

教諭等 ６３時間１８分 ６０時間０５分 

平成１８年調査 ５８時間０６分  

※文部科学省：平成２８年度教員勤務実態調査（速報値） 

※北海道教育委員会：平成２８年度教育職員の時間外勤務等に係る実態調査 
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１ 『苫前町立学校 働き方改革 計画（「以下、本計画という。」）』の性格 

 ○ 本計画は、苫前町内の全ての学校が働き方改革を進めるため、策定するもの

です。 

 ○ 本計画については、今後の国の動向や学校における取組状況などを見極めな

がら、必要に応じて適宜見直しを行います。 

 

２ 取組の方向性 

 ○ これまでの働き方を見直し、教員が業務の質を高めるとともに、日々の生活

や教職人生を豊かにすることで、自らの専門性や人間性を高め、子どもたちに

対して効果的な教育活動を行い教育の質を高めるという、働き方改革の目指す

理念を共有しながら、取組を実行します。 

  「学校における働き方改革」は、学校はもとより、国、地方公共団体、更には

家庭、地域等を含めた全ての関係者がそれぞれの立場で、学校種による勤務態

様の違いや、毎日子どもと向き合う教員という仕事の特性も考慮しつつ、その

解決に向けて取り組んでいくことが重要です。 

 

３ 教育委員会及び学校の役割 

（１） 教育委員会の役割 

    ・ 町立学校における働き方改革を進めるための計画等を作成します。 

  ・ 町立学校における働き方改革を進めるため、地域の実情に応じた取組を主

体的に実施します。 

（２）学校の役割 

  ・ 学校長は、学校の重点目標を明確化し、全職員の共通理解のもと、働き方

改革に向けた取組を、関係機関と連携しながら、主体的に推進します。 

  ・ 「勤務時間」を意識した働き方を進め、職員一人一人の意識改革を促進し

ます。 

 

４ 計画の期間 

○ 取組期間は平成３０年度から平成３２年度までの３年間とします。 

 

５ 計画が目指す目標 

 ○ 本計画に掲げる取組を成果の検証を行いながら着実に進めるため、当面の目

標を次のとおり設定します。 

① １週間当たりの勤務時間が６０時間を超える教員を全町立学校でゼロにす

る。 

② 部活動休養日を、体育部・文化部全ての部活動で実施する。 

③ 変形労働時間制を全町立学校で活用する。 

④ 定時退勤日を全町立学校で、月２回以上実施する。 

⑤ 学校閉庁日を全町立学校で、年４日以上実施する。 
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６ 取組の検証・改善 

 ○ 教育委員会及び学校は、毎年度、進捗状況を把握し、国及び北海道の働き方

改革の動向を踏まえた新たな取組の追加や、効果が見られない取組の見直しな

ど、取組の改善を行います。 

 

７ 具体的な取組内容 

 ○ 教育委員会及び学校は、地域や各学校の実情を踏まえ、次の取組を行います。 

（１）教職員が本来担うべき業務に専念できる環境の整備 

◇ 学校課題に応じた専門スタッフ等の配置促進 

   ・ 支援を要する児童・生徒への授業サポートとして、学校教育支援員の継

続配置、また小学校の外国語科への対応として外国語指導助手（ＡＬＴ）

の増員配置を進めます。 

◇ ＩＣＴを活用した授業改善と共有教材等の有効活用 

   ・ 北海道教育委員会が、校種に応じて作成している教材や資料等を活用す

るとともに、ＩＣＴを有効活用し授業改善の効率化を図ります。 

◇ 校務支援システムの導入促進 

   ・ 学校や児童生徒に関する様々な情報をデジタル化し、教職員間で共有す

るシステムを構築することによって教職員の事務負担を軽減するシステム

として導入します。 

◇ 地域との協働の推進による学校を応援・支援する体制づくりの推進（コミ

ュニティ・スクール） 

   ・ 学校を核として、地域全体で子どもたちの学びや成長を支える取組が推

進されるよう、保護者や地域住民が学校運営に参画する「コミュニティ・

スクール」を導入しました。 

◇ 学校給食費の公会計化への検討 

  ・ 給食費については、それぞれの学校において会計を設け、給食費の徴収、

未納者への対応等を行っており教職員への時間的かつ精神的負担も大き

いことから公会計化への検討を行います。 

 

（２）部活動指導にかかわる負担の軽減 

◇ 部活動休養日等の完全実施 

   ・ 生徒や担当教員の健康・安全はもとより、けがの防止・心身のリフレッ

シュを図るなどのスポーツ医・科学の観点、生徒のバランスのとれた生活

や心身の成長に配慮する観点から、全ての部活動における休養日等の完全

実施に向けた取組を進めます。 

 

①  部活動休養日の実施 

 ・毎週１日以上（月曜日～金曜日）の休養日を設ける。 

 ・毎週、土曜日・日曜日のどちらか１日を休養日に設ける。 

   週末に大会等で活動した場合は、休養日を他の日に振り返ること。 

 ・学校閉庁日は部活動休養日とする。 
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 ・長期休業中においては、学期中に準じた扱いとする。 

  また、生徒が十分な休養を取ることができるとともに、部活動以外にも

多用な活動を行うことができるよう、ある程度長期の休養期間（オフシ

ーズン）を設けること。 

②  部活動の活動時間 

    ・平日は２時間程度、学校休業日においては４時間程度（半日）としでき

るだけ短時間に、合理的でかつ効果的・効率的な活動とする。 

 

（３）勤務時間を意識した働き方の推進と学校運営体制の充実 

◇ ワークライフバランスを意識した働き方の推進 

   ・ 学校における働き方改革を着実に進めるため、職員一人一人がワークラ

イフバランス（仕事と生活の調和）の視点を積極的に取り入れ、意識改革

を図ることができるよう、月２回以上の「定時退勤日」、及び年２回以上

の「時間外勤務等縮減強調週間」を設け、職員の時間外勤務等の縮減に対

する積極的な取組を進めます。 

◇ 人事評価制度等を活用した意識改革の促進 

 ・ 校長が定める「学校経営方針」や「重点目標」等に自校における働き方

改革に関する視点を盛り込むとともに、管理職員の業績評価に係る目標設

定に当たっては、所属職員の働き方改革に向けたマネジメントに関する目

標を設定する。 

 ・ 人事評価の面談において管理職員が職員と業務改善に向けた意識の共有

を図る。 

◇ 長期休業期間中における「学校閉庁日」の設定 

・ 学校職員が休養を取りやすい環境を整備し、心身の健康を保持するため、

長期休業期間中に一定期間の学校閉庁日を設定する。 

① 夏季休業期間 ８月１３日・１４日の２日間 

② 冬季休業期間 １月 ４日・ ５日の２日間 

（１２月２９日から 1 月３日年末年始） 

③  服務上の取扱等 

   ・年末年始を除き勤務を要する日であるため、年次有給休暇や特別休暇の取

得等により対応すること。 

 ・休暇取得等に取得については任意であり、希望しない職員に取得を強制す

ることがないよう留意すること。 

 ・年次有給休暇等の希望をしない職員が出勤する場合の開錠・施錠は出勤す

る者の責任で行うこととし、管理職員は出勤しないようにすること。 

◇ 勤務時間を客観的に把握し、集計するシステムの構築 

   ・ 勤務時間の管理については、厚生労働省から「労働時間の適正な把握の

ために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」（平成２９年１月２

０日）が示され、「使用者は、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確

認し、適正に記録すること」とされており、労働法制上、校長や服務監督

権者である教育委員会等に求められている責務であることを踏まえ、タイ

ムレコーダーを設置し職員の健康管理に努めます。 
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 ◇ 学校・家庭・地域の役割分担と連携・協働の推進 

    ・ 保護者や地域住民への説明責任を果たし、情報の共有を図り理解を深

めるための取組を進めます。 

 

（４）教育委員会による学校サポート体制の充実 

◇ 調査業務等の見直し 

   ・ 教員の事務の負担を軽減するため、学校を対象として行う調査について、

調査の精選を図るとともに、提出期間を十分に確保し、一定期間に調査業

務が集中することのないよう取組みを進めます。 

◇ 勤務時間等の制度改善 

   ・ ４週の期間内での変形労働時間制、週休日の振替に係る勤務時間のスラ

イド・振替期間等の特例、週休日における３時間４５分の勤務時間の割振

り変更など、職員の勤務時間に係る制度の有効活用を推進します。 

◇ メンタルヘルス対策の推進 

   ・ 教職員のメンタルヘルス対策を推進するため、平成２９年度から進めて

いる「ストレスチェック」を今後も継続して取組んでいきます。 

◇ 学校行事の精選・見直し 

   ・ 各学校に対し、文部科学省が提示する予定の取組例を参考とするなどし

て、学校行事の精選や内容の見直しの取組を推進するよう促します。 
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計 画 年 度 

△検討・協議 ○年度中に実施予定 ◎実施済 

【主体：●町教委 ■学校】 

主体 取り組み内容 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 Ｈ32 年度 

● 

◆学校課題に応じた専門スタッフ等の配置

促進 
    

 ・教育支援員の配置 ２名(H23 年度～) ◎    

・ＡＬＴ(外国語指導助手)２名体制 

 ※１名体制：平成５年度より 
 ◎   

■ ◆ＩＣＴを活用した共同教材等の活用  ○ ◎  

● ◆校務支援システムの導入促進  ◎   

● 

■ 

◆地域との協働の推進による学校を応援・ 

支援する体制づくりの推進(コミュニティ・

スクールの取組推進) 

◎    

● ◆給食費の公会計化の検討  △ ○ ◎ 

■ 

◆部活動休養日等の完全実施(運動・文化部)     

 

・毎週１日以上の休養日設定 ◎    

・毎週土日曜日どちらか１日の休養日

設定 

週末に大会等で活動した場合は、休養日

を他の日に振り替える。 

 ◎   

・長期休業中 

 長期休業中の設定は、学期中に準じた扱

いをする。また、生徒が十分な休養を取

ることができるとともに、部活動以外に

も多様な活動を行うことができるよう、

ある程度長期の休養期間(オフシーズ

ン)を設ける。 

 ◎   

・活動時間 

 １日の活動時間は、平日は２時間程度と

し、学校休業日(学期中の週末を含む)は

４時間程度(半日)とし、できるだけ短時

間に合理的で、かつ効率的・効果的な活

動とする。 

 ◎   

■ 

◆ワークライフバランスを意識した働き方

の推進 
    

 ・月２回以上 定時退勤日設定  ◎   

・年２回以上 時間外勤務縮減強調週間

設定 
 △ ◎  
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計 画 年 度 

△検討・協議 ○年度中に実施予定 ◎実施済 

【主体：●町教委 ■学校】 

主体 取り組み内容 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｈ31 年度 Ｈ32 年度 

■ 

◆人事評価制度等を活用した意識改革の促

進 
    

 ・学校経営方針、重点目標等に自校に

おける働き方改革に関する視点の盛り

込み等 

 ◎   

● 

◆長期休業期間における「学校閉庁日」の設

定 
    

 ・冬季休業 １月４日・５日 ◎    

・夏季休業 ８月１３日・１４日  ◎   

● 

■ 

◆勤務時間を客観的に把握した集計システ

ムの構築 
 ○ ◎  

 ・タイムレコーダーの設置(小中４校) ◎    

● ◆調査業務等の見直し ◎    

■ 

◆勤務時間等の制度の活用     

 ・変形労働時間制等の有効活用  ◎   

● 

◆メンタルヘルス対策の推進     

 ・ストレスチェックの実施(小中４校) ◎    

■ ◆学校行事の精選・見直し  △ ○  
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苫前町における協議等経過 

年度 年 月 日 会 議 名 内 容 

29 29 6 27 校長会 

教職員の時間外勤務等の縮減に向けた重点取り

組みについて 

・部活～週１回程度の休養日の設定 

29 29 7 13 校長会 
学校における業務改善の取り組みについて 

（タイムカード） 

29 29 8 18 校長会 校務支援システムの導入計画について 

29 29 11 2 校長会 
校務支援システム・デモンストレーションについ

て 

29 29 11 17 町長部局との協議 教員の多忙化解消プランについて 

29 29 12 5 校長会 
学校における働き方改革「北海道アクション・プ

ラン」について 

29 30 1  学校閉庁の実施 実施日：平成３０年１月４・５日 

29 30 1 18 校長会 
「働き方改革」について 

（中学校部活動・学校閉庁） 

29 30 1 22 苫前町総合教育会議 学校現場の働き方改革について 

29 30 2 6 
平成３０年第１回教育委

員会議 
タイムレコーダー設置に関する補正予算審議 

29 30 2 14 
苫前町議会 総務産業 

常任委員会 

・小学校英語教科化に伴うＡＬＴ増員計画につい

て 

・町内小中学校 校務支援システム・タイムレコ

ーダーについて 

29 30 2 26 
第２回苫前町学校運営協

議会臨時会 
「教員の多忙化解消プラン」説明 

29 30 3 9 校長会 中学校部活動負担軽減対策について 

29 30 3 22 教頭会 中学校部活動負担軽減対策について 

29 30 3 22 
平成３０年第２回教育委

員会議 
部活動（中学校）休養日の設定について 

29 30 3 7 
平成３０年第１回苫前町

議会定例会議 

●平成３０年度苫前町教育行政執行方針 

 ・タイムレコーダー設置 

 ・学校閉庁日の設定 

 ・部活動休養日の設定 

 ・学校給食会計の公会計化の検討 

29 30 3 30 

中学校部活動における休

養日の完全実施について

（平成３０年４月１日実

施） 

スポーツ庁「運動部活動の在り方に関する総合的

なガイドライン」に準じる。 

【文化部についても同じ】 

30 30 8 23 校長会 苫前町働き方改革計画（案）について 

30 30 10 1 
平成３０年第６回教育委

員会定例会議 
苫前町働き方改革計画（案）について 
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国・北海道の動き 

区分 通知等タイトル 内容 

北海道教育委員会 

「部活指導の見直しに係る申

し合わせについて」（通知） 

教留第 6463 号 

平成 26 年 3 月 19 日付 

①週一日程度は休養日を設けること 

②授業日においては、生徒の下校や教職員の退勤

が遅くならないよう放課後の２～３時間程度で

活動が終わるようにすること 

③休日においては、早朝から終日にわたる活動は

極力避けて、半日程度でも活動ができるように

すること 

④特定の教員職員に負担が偏らないようにするこ

と 

文部科学省 

「学校現場における業務の適

正化に向けて」（通知） 

28 文科初等第 446 号 

平成 28 年 6 月 17 日付 

・教員の担うべき業務に専念できる環境の確保 

・部活動の負担を大胆に軽減する 

・長時間労働という働き方を改善する 

・国、教育委員会の支援体制の強化 

北海道教育委員会 

「部活動指導の見直しに係る

申し合わせについて」（通知） 

教留第 2249 号 

平成 29 年 2 月 7 日付 

※平成 26 年 3 月 19 日付通知との変更点 

・「運動部」だけでなく、「文化系」の部活動に

おいても同様に扱いとなる。 

文部科学省 

教員勤務実態調査（平成 28 年

度）の集計（速報値）について

（概要） 報道発表 

平成 29 年 4 月 28 日 

１．調査の概要 

（１）経緯 

「教育政策に関する実証研究」の一つとして、教

員の勤務実態の実証分析を平成28～29年度の2か

年で実施。 

【委託機関：株式会社リベルタス・コンサルティ

ング】今回、教員勤務実態調査のうち、教員の勤

務時間に係る部分の速報値が取りまとまったこと

から公表するもの。 

（２）実施方法 

日程：平成 28 年 10 月～11 月のうちの連続する

７日間 

対象：小学校 400 校、中学校 400 校（確率比例抽

出により抽出）に勤務する教員（校長、副

校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、

講師、養護教諭、栄養教諭。当該校のフル

タイム勤務職員全員）を対象。 

回答数：小学校：397 校 中学校：399 校  

小学校教員：8,951 名 中学校教員：10,687 名 

文部科学省 

「教員の働き方改革に関する

関係団体・有識者ヒアリング」 

平成 29 年 5 月 17 日～平成 29

年 6 月 20 日 

・実施期間 

 平成 29 年 5 月 17 日～平成 29 年 6 月 20 日 

・関係団体 

   27 団体・有識者 5 名 

北海道教育委員会 

「平成 29 年度教職員の時間外

勤務等の縮減に向けた重点取

組について」（通知） 

教職第 363 号 

平成 29 年 5 月 23 日付 

・週一日程度の休養日の設定など「部活動指導の

見直しに係る申し合わせ」の徹底 

・変形労働時間制や週休日の振替等改正した制度

の周知と有効活用、修学旅行、学校祭、体育大

会、文化祭等 

・管理職員による業務管理、業務改善の取組の 

 一層の充実 

・「定時退勤日」や「時間外勤務等縮減強化週間」

などの一層の推進 
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国・北海道の動き 

区分 通知等タイトル 内容 

文部科学省 

「運動部活動の在り方に関す

る総合的なガイドラインの作

成検討会」（第１回） 

平成 29 年 5 月 29 日 

～教員の業務負担軽減、子供たちの健全な成長促

進を目指して適正な運動部活動の在り方を考えま

す～ 

〈松野大臣挨拶〉 

「先月発表した教員勤務実態調査の結果からも教

員の長時間勤務に支えられている状況は深刻な状

況であることが、裏付けられた。児童・生徒に関

しても成長期にある児童・生徒への身体的負担の

考慮や学校全体のバランスを検討しなくてはなら

ない。」 

文部科学省 

「学校における働き方改革に

関する総合的な方策」に係る中

教員への諮問 

平成 29 年 6 月 22 日 

諮問内容 

◇第一に，学校が担うべき業務の在り方について 

◇第二に，教職員及び専門スタッフが担うべき業

務の在り方及び役割分担について 

◇第三に，教員が子供の指導に使命感を持ってよ

り専念できる学校の組織運営体制の在り方及び

勤務の在り方について 

中央教育審議会 

「学校における働き方改革特

別部会」第１回部会 

平成 29 年 7 月 11 日 

・教員勤務実態調査（平成 28 年度）について 

・教員の働き方改革に関する関係団体・有識者ヒ

アリングについて 

中央教育審議会 

「学校における働き方改革に

係る緊急提言」 

平成 29 年 8 月 29 日 

『学校における働き方改革に係る緊急提言』 

１．校長及び教育委員会は学校において「勤務時

間」を意識した働き方進めること 

①教職員の勤務時間の把握 

 ・タイムカード設置学校 

 小学校 10.3％ 中学校 13.3％ 

②教職員の休憩時間の確保 

 ・留守番電話の設置 

 ・部活動の適切な運営 

２．全ての教育関係者が学校・教職員の業務改善

の取組を強く推進していくこと 

 ①時間外勤務の削減に向けた業務改善方針・計

画を策定すること 

 ②校務支援システムの導入促進 

 ③教委から学校に対する調査物に対する依頼・

指示等についての整理・把握をし、その精選

及び合理化・適正化を進めること。 

 ④給食費の公会計化を進めること。 

 ⑤事務職員との連携強化、業務改善の取り組み

を進めること。 

（平成 29 年 4 月学校教育法の一部改正 事

務職員の職務規程が見直される） 

３．国として持続可能な勤務環境整備のための支

援を充実させること 

 ①学校・教職員の勤務時間管理及び業務改善の

促進 

 ②「チームとしての学校」の実現に向けた専門

スタッフの配置促進等 

 ③学校の指導・運営体制の効果的な強化・充実 
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国・北海道の動き 

区分 通知等タイトル 内容 

中央教育審議会 

「学校における働き方改革に

関する総合的な方策(中間まと

め)」 

平成 29 年 12 月 22 日 

１．「学校における働き方改革」の背景・意義 

２．「学校における働き方 改革」の基本的な考え 

３．学校・教師が担う業務の明確化・適正化 

４．学校の組織運営体制の在り方 

５．勤務時間に関する意識改革と制度面の検討 

６．「学校における働き方改革」の実現に向けた

環境整備 

文部科学省 

「学校における働き方に関す

る緊急対策」 文部科学大臣決

定 

平成 29 年 12 月 26 日 

平成 29 年 6 月、文部科学大臣から 

「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導

・運営体制の構築のための学校における働き方改

革に関する総合的な方策について」を諮問し、同

年 12 月 22 日に中央教育審議会において「新しい

時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体

制の構築のための学校における働き方改革に関す

る総合的な方策について（中間まとめ）」（以下、

「学校における働き方改革に関する総合的な方策

（中間まとめ）」という）がまとめられた。 

「学校における働き方改革に関する総合的な方策

（中間まとめ）」においては、 

○学校・教師が担う業務の明確化を通じた役割分

担と業務の適正化 

○学校が作成する計画等の見直し 

○学校の組織運営体制の在り方 

○勤務時間に関する意識改革と制度的措置 

○「学校における働き方改革」の実現に向けた環

境整備 

という観点において、取り組むべき具体的な方策

が示されたところであり、これを踏まえて文部科

学省が中心的に実施していく内容を本緊急対策と

してとりまとめ、着実に実施していく。 

スポーツ庁 

『運動部活動の在り方に関す

る総合的なガイドライン』 

平成 30 年 3 月 

 

北海道教育委員会 

学校における働き方改革『北海

道アクション・プラン』 

平成 30 年 3 月 

 

文化庁 

文化部活動に在り方に関する

総合的なガイドライン作成検

討会議 第１回会議開催 

平成 30 年 7 月 12 日 

 

 

 

 

 

 

 

 


